




済情勢や今後の展望のほか、①貿易・投資・金融協力
（経済連携を含む）、②成長分野における協力（ヘル
スケア、観光、環境）、③インフラ整備（一帯一路を
含む）分野について意見交換を実施するとともに、日
中経済界の交流を強化し、戦略的互恵関係の継続的な
発展に資する取り組みを推進していくことで一致し、
共同声明を発表した。
来賓スピーチにおいて安倍総理大臣は、インフラ分
野における日中の互恵的な経済関係は二国間貿易にと
どまらず、アジアの人々の繁栄にも大きく貢献するも
のだと指摘し、今回の対話が日中経済界の協力関係に
おいて新たなスタートとなることを期待すると述べた。
また、世耕経済産業大臣は、東アジア地域包括的経
済連携（RCEP）やWTOなどの通商枠組みにおいて、
日中両国で協力してグローバルなビジネス環境の改善
を実現していくこと及び日中両国が第三国におけるビ
ジネス協力を具体的に進めていくことが重要との考え
を示した。
2017 年 12 月 24 日には東京で第 11 回日中省エネル
ギー・環境総合フォーラムが開催され、日中官民関係
者合わせて約 860 名が参加した。日本側からは、世耕
経済産業大臣、平木大作経済産業大臣政務官、中川雅
治環境大臣、宗岡正二日中経済協会会長他が出席し、
中国側からは、張勇国家発展改革委員会副主任、高燕
商務部副部長他が出席した。午前中に行われた全体会
議では、世耕経済産業大臣があいさつを行い、前回の
フォーラムからの取組状況、2017 年 11 月に行われた
日中首脳会談を受けて、日中企業の第三国市場協力を
後押ししていくこと等について述べた。午後に 6つの
分科会が開かれたが、特に第 11 回では「第三国市場
展開分科会」が新設され、これまでの第三国における
日中協力案件を紹介の上、更なる協力に向けた、日中
両国の政府・民間企業間で数多くの具体的かつ前向き
な議論がなされた。また協力プロジェクト文書交換式
が行われ、新規 23 件の日中間の協力プロジェクトに
ついて合意文書の交換があり、第 1回からの累計で
336 件に達した。
2018 年 4 月 16 日には第 4回日中ハイレベル経済対
話が東京で開催された。2010 年以来約 8年ぶりの開
催となり、日本側からは河野太郎外務大臣、世耕弘成
経済産業大臣他が参加し、中国側からは王毅国務委員
兼外交部長、鍾山商務部長他が出席し、マクロ経済政
策、日中間の経済分野における協力と交流、第三国に
おける日中協力、東アジアにおける経済連携及び地球

規模課題への対応等について議論した。
経済産業省の関係では、以下の点において主な成果
があった。
①�第三国での日中のビジネス協力について、意思疎
通を維持し、官民の関係者による議論の場及び具
体的な進め方、協力案件を検討することを確認
②�サービス産業協力の枠組みとして、「日中サービ
ス協力メカニズム」の構築、高齢化分野でのシン
ポジウムの開催を提案し、協力の方向性について
確認
③�過剰生産能力、補助金の在り方、外資開放、知財
権保護、サイバーセキュリティ、輸出管理等を巡
る公平な競争条件の確保、公正かつ自由で開かれ
たビジネス環境の整備の必要性について伝達
なお、4月 15 日には世耕経済産業大臣が、日中ハ
イレベル経済対話に合わせて来日した鍾山商務部長及
び張勇国家発展改革委員会副主任とそれぞれ会談を
行った。
2018 年 5 月 9 日に第 7回日中韓サミットが東京で
開催された。この機会を活かして、安倍総理大臣と李
克強総理の間で会談が行われた。両首脳は 4月に行わ
れた日中ハイレベル経済対話の議論も踏まえ、経済産
業省関連では主に以下の点について一致した。
① �RCEP や日中韓 FTAの交渉についても連携を強
化すること

②�第三国における日中民間経済協力について、日中
ハイレベル経済対話の下、省庁横断・官民合同で
議論する新たな「委員会」を設け、具体的な案件
を議論していくこと、また、民間企業間の交流の
場として「フォーラム」を安倍総理の訪中の際に
開催すること
また、安倍総理からは、開放性、透明性、経済性、
財政健全性等の国際スタンダードが確保されることを
踏まえた上で、個別案件ごとに協力の可能性を検討す
るとの日本の立場を改めて説明した。
なお、9日午前中に世耕経済産業大臣は、日中韓サ
ミットのために来日した鍾山中華人民共和国商務部部
長及び何立峰中華人民共和国国家発展改革委員会主任
と会談を行った。
鍾山部長との会談において、サービス産業における
日中協力として、「日中サービス貿易協力メカニズム」
を構築し、サービス貿易・投資の環境を構築し、サー
ビス分野の投資及び互恵協力を進めていくことに合意
した。その後の日中首脳会談において、世耕大臣と鍾

第
２
章

第
Ⅲ
部

通商白書  2018 305

第１節中国



山部長との間で「サービス貿易協力強化に関する覚書」
に署名した。
何立峰主任との会談において、サービス産業におけ
る日中協力として、「日中サービス産業協力メカニズ
ム」を構築し、マクロ的な政策の交流を通じ、高齢化、
教育等のサービス産業領域での協力を進めていくこと
で合意した。その後、日中首脳会談の場で、世耕大臣
と何立峰主任との間で「サービス産業協力の発展に関
する覚書」に署名した。

また、鍾山部長及び何立峰主任との会談の両方にお
いて、第三国市場協力について、第三国での日中ビジ
ネス展開を進めるための官民の関係者による議論の場
の具体化に向けた意見交換を行い、その後の日中首脳
会談において、世耕大臣及び河野外務大臣と何立峰主
任及び鍾山部長との間で「第三国における日中民間経
済協力に関する覚書」に署名した（2018 年 5 月 9 日
の日中首脳会談での一致した②の内容）。
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